
施策評価関連資料 
（令和６年度主要事業評価結果一覧表） 



１．快適さを支える生活基盤の向上

（1）魅力的な都市空間の形成

22001 建設部　都市整備課　都市計画Ｇ 都市マスタープラン等策定事業 P.1

22002 建設部　都市整備課　都市計画Ｇ 都市づくり戦略推進事業 P.3

22004 建設部　建築住宅課　住まい推進Ｇ 住宅取得支援事業 P.5

22005 建設部　土木課　用地Ｇ 地籍調査事業 P.7

22006 建設部　都市整備課　都市計画Ｇ 景観づくり推進事業 P.9

22007 建設部　都市整備課　市街地整備Ｇ 公園施設長寿命化事業 P.11

（２）住環境の向上

22008 建設部　建築住宅課　住まい推進Ｇ 民間活用市営住宅事業 P.13

22009 建設部　建築住宅課　住まい推進Ｇ 地震対策・木造住宅補強事業 P.15

22010 建設部　建設管理課　管理Ｇ 狭あい道路後退用地整備事業 P.17

22011 建設部　建築住宅課　住まい推進Ｇ 空家等対策事業 P.19

（３）上下水道の充実

22012 上下水道部　上水道課　上水道工務Ｇ 水道施設耐震化整備事業 P.21

23008 上下水道部　上水道課　上水道工務Ｇ 水道施設停電対策事業 P.23

22013 上下水道部　下水道課　下水道工務Ｇ 公共下水道施設整備事業 P.25

22014 上下水道部　下水道課　下水道工務Ｇ 下水道ストックマネジメント対策事業 P.27

22015 上下水道部　下水道課　下水道工務Ｇ 農業集落排水施設機能強化事業 P.29

22016 建設部　土木課　河川流域Ｇ 浸水対策事業 P.31

（４）道路の保全・整備

22017 建設部　土木課　道路整備Ｇ 都市計画道路整備事業（和賀白川線） P.33

22019 建設部　土木課　道路整備Ｇ 道路新設改良事業（川合９号線） P.35

22020 建設部　建設管理課　道路保全Ｇ 舗装老朽化対策事業 P.37

22021 建設部　建設管理課　道路保全Ｇ 橋梁長寿命化修繕事業 P.39

（５）地域公共交通の充実

22022 政策部　政策推進課　交通政策Ｇ 地域生活交通再編事業 P.41



（６）防災・減災対策の強化

22024 防災安全課　防災安全Ｇ 防災情報伝達システム整備事業 P.43

23001 防災安全課　防災安全Ｇ 災害時応急活動充実・強化事業 P.45

22023 健康福祉部　健康政策課　スポーツ推進Ｇ 東野公園体育館改修事業 P.47

（７）消防力・地域安全の充実

22026 消防本部　消防総務課　総務・消防団Ｇ 津・鈴鹿・亀山３市消防指令業務共同運用事業 P.49

23010 消防本部　消防総務課　総務・消防団Ｇ 消防庁舎及び関分署自家用発電設備改修事業 P.51

23011 防災安全課　防災安全Ｇ 地域防犯カメラ設置支援事業 P.53

（８）脱炭素社会の実現に向けた取り組みの推進と循環型社会の構築

22027 総務財政部　財務課　契約管財Ｇ 公共施設LED化推進事業 P.55

22028 産業環境部　環境課　廃棄物対策Ｇ 飛灰再資源化事業 P.57

22029 産業環境部　環境課　廃棄物対策Ｇ ごみ溶融処理施設大規模整備事業 P.59

22030 産業環境部　環境課　廃棄物対策Ｇ し尿処理施設大規模整備事業 P.61

22032 産業環境部　環境課　廃棄物対策Ｇ
総合環境センター最終処分場保管固化飛灰搬
出処理事業

P.63

（９）自然との共生

22033 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ・農林施設Ｇ みえ森と緑の県民税市町交付金事業 P.65

22034 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 森林環境創造事業 P.67

22035 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 森林経営管理事業 P.69

22036 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 中山間地域等直接支払交付金事業 P.71

22037 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 多面的機能発揮促進事業 P.73

22038 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 田園環境保全事業 P.75

（１０）歴史文化を生かしたまちづくりの推進

22039 建設部　建設管理課　道路保全Ｇ 東海道街道環境整備事業 P.77

22040 市民文化部　文化課　まちなみ文化財Ｇ 伝統的建造物群保存修理修景事業 P.79

23012 市民文化部　文化課　まちなみ文化財Ｇ 関宿重伝建選定４０周年記念事業 P.81

22041 市民文化部　文化課　まちなみ文化財Ｇ 鈴鹿関跡学術調査事業 P.83

22042 市民文化部　歴史博物館 まちの記録編さん事業 P.85



２．健康で生きがいを持てる暮らしの充実

（１）健康づくりの推進と地域医療の充実

22043 健康福祉部　健康政策課　健康都市推進Ｇ 健康都市大学創設・運営事業 P.87

23002 健康福祉部　健康政策課　健康都市推進Ｇ アプリｄｅウェルネス推進事業 P.89

22044 健康福祉部　健康政策課　健康づくりＧ がん検診推進事業 P.91

22045 市民文化部　市民課　国民健康保険Ｇ 特定健康診査・特定保健指導事業 P.93

23013 健康福祉部　健康政策課　健康づくりＧ がん患者支援事業 P.95

22046 健康福祉部　健康政策課　健康づくりＧ 三重大学亀山地域医療学講座支援事業 P.97

22107 健康福祉部　健康政策課　健康づくりＧ
滋賀医科大学スポーツ・運動器科学共同研究
講座支援事業

P.99

健康福祉部　健康政策課　健康づくりＧ

子ども未来部　子ども総合支援課　母子保健G

22048 地域医療部　病院総務課　医事Ｇ 病院総合情報システム更新事業 P.103

23014 地域医療部　病院総務課　病院総務Ｇ 高度医療機器更新事業 P.105

22049 健康福祉部　地域福祉課　福祉総務Ｇ 地域福祉力向上重層的支援体制整備事業 P.107

22050 健康福祉部　地域福祉課　福祉総務Ｇ 成年後見サポート事業 P.109

22051 健康福祉部　地域福祉課　福祉総務Ｇ
生活困窮者自立支援事業（自立相談支援事業
等）

P.111

22052 健康福祉部　地域福祉課　高齢者支援Ｇ 介護保険地域支援事業（総合事業） P.113

22053 健康福祉部　地域福祉課　高齢者支援Ｇ 介護保険地域支援事業（任意事業） P.115

22054 健康福祉部　地域福祉課　高齢者支援Ｇ 地域包括支援事業（社会保障充実分） P.117

23003 市民文化部　市民課　医療年金Ｇ
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事
業

P.119

22055 健康福祉部　地域福祉課　障がい者支援Ｇ 障害者総合相談支援センター事業 P.121

22056 市民文化部　市民課　医療年金Ｇ 福祉医療費助成事業（心身障がい者） P.123

（５）学びによる生きがいの創出

22057 教育委員会事務局　生涯学習課　社会教育Ｇ 地域の学び推進事業 P.125

22059 市民文化部　文化課　文化創造Ｇ かめやま文化年事業 P.127

（３）高齢者の地域生活支援の充実

（４）障がい者の自立と社会参加の促進

（６）文化芸術の推進

22047 予防接種費用助成事業 P.101

（２）地域福祉力の向上



３．交通拠点性を生かした都市活力の向上

（１）企業活動の促進・働く場の充実

22061 産業環境部　商工観光課　商工業振興Ｇ 産業振興奨励事業 P.129

（２）地域に根ざした商工業の活性化

22064 産業環境部　商工観光課　観光・地域ブランドＧ 亀山ブランド推進事業 P.131

24001 産業環境部　商工観光課　商工業振興Ｇ
エネルギー価格高騰対策中小企業者等支援事
業（Ver.４）

P.133

22065 産業環境部　商工観光課　商工業振興Ｇ 創業等支援事業 P.135

（３）農林業の振興

22066 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 亀山サステナブル農業奨励事業 P.137

23004 産業環境部　生物多様性・獣害対策室 ニホンザル等獣害対策事業 P.139

22067 産業環境部　農林振興課　農林政策Ｇ 林業生産活動支援事業 P.141

（４）まちづくり観光の活性化

22068 産業環境部　商工観光課　観光・地域ブランドＧ 亀山７座トレイル整備・活用推進事業 P.143

22069 産業環境部　商工観光課　観光・地域ブランドＧ 観光プロモーション推進事業 P.145

22070 産業環境部　商工観光課　観光・地域ブランドＧ 観光協会運営支援事業 P.147

（５）広域的な交通拠点性の強化

22071 政策部　政策推進課　交通政策Ｇ リニア中央新幹線整備促進事業 P.149

22072 政策部　政策推進課　交通政策Ｇ リニア中央新幹線亀山駅整備基金積立事業 P.151



４．子育てと子どもの成長を支える環境の充実

（１）子どもたちの豊かな学びと成長を支える環境の充実

22073 教育委員会事務局　生涯学習課　社会教育Ｇ 放課後子ども教室推進事業 P.153

22075 教育委員会事務局　教育総務課　保健給食Ｇ 中学校デリバリー給食実施事業 P.155

22076
教育委員会事務局　教育総務課　教育総務Ｇ・保
健給食Ｇ

中学校全員喫食制給食実施事業 P.157

22077 教育委員会事務局　学校教育課　教育支援Ｇ 学力向上推進事業 P.159

22078 教育委員会事務局　学校教育課　教育支援Ｇ 学校図書館支援事業 P.161

22079 教育委員会事務局　学校教育課　教育研究Ｇ ＧＩＧＡスクール構想推進事業 P.163

22080 教育委員会事務局　学校教育課　教育支援Ｇ 英語教育推進事業 P.165

22081 教育委員会事務局　学校教育課　学事教職員Ｇ 個の学び支援事業（小学校） P.167

22082 教育委員会事務局　学校教育課　学事教職員Ｇ 個の学び支援事業（中学校） P.169

22083 教育委員会事務局　学校教育課　教育支援Ｇ 生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） P.171

22084 教育委員会事務局　学校教育課　学事教職員Ｇ 少人数教育推進事業 P.173

22085 教育委員会事務局　学校教育課　学事教職員Ｇ 校務支援システム事業 P.175

（２）安心して子どもを産み育てられる環境づくりの推進

22088 子ども未来部　子ども政策課　保育サポートＧ 保育所等ＩＣＴ化推進事業 P.177

23015 子ども未来部　子ども政策課　子ども総務Ｇ 民間保育所等整備事業 P.179

22089 子ども未来部　子ども総合支援課　母子保健Ｇ 子育て世代包括支援事業 P.181

22090 市民文化部　市民課　医療年金Ｇ 福祉医療費助成事業（子ども） P.183

22091 子ども未来部　子ども政策課　保育サポートＧ 放課後児童クラブ事業 P.185

22092 子ども未来部　子ども政策課　保育サポートＧ 長期休暇子どもの居場所事業 P.187



５．市民力・地域力の活性化

（１）自立した地域まちづくり活動の促進

22093 市民文化部　まちづくり協働課　地域まちづくりＧ 地域まちづくり協議会支援事業 P.189

（２）市民参画・交流活動の促進と協働の推進

22095 市民文化部　まちづくり協働課　市民協働Ｇ 市民活動応援事業 P.191

22096 政策部　広報秘書課　秘書Ｇ 市制施行２０周年記念事業 P.193

22097 政策部　広報秘書課　広報Ｇ 行政情報番組提供事業 P.195

（３）移住・定住の促進

22098 政策部　広報秘書課　広報Ｇ シティプロモーション推進事業 P.197

22099 政策部　政策推進課　政策調整Ｇ 移住交流促進事業 P.199

６．行政経営

（２）財産・情報の適正な管理・活用

22100 総務財政部　財務課　契約管財Ｇ 新庁舎整備事業 P.201

23016 総務財政部　財務課　契約管財Ｇ 庁舎建設基金積立事業 P.203

（３）行政ＤＸの推進

22101 政策部　ＤＸ推進室 行政情報システム事業（住民情報系） P.205

22102 政策部　ＤＸ推進室 行政情報システム事業（内部情報系） P.207

22103 市民文化部　市民課　戸籍住民Ｇ 証明書等コンビニ交付事業 P.209

（４）持続性を保つ健全な財政運営

22104 総務財政部　税務課　資産税Ｇ 地価調査・地番図整備事業 P.211

＊シートの見方については次頁参照
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-
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計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

市街地の拡散が進む中、持続可能な都市構造を
実現するためには、都市拠点への居住誘導が重
要である。

直営

08：土木費

一部委託 全部委託

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

建設部
04：都市計画費

01：都市計画総務費

事業名 評価分類

款

項

目

A2

都市整備課
都市計画Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 都市計画法1

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

本市が抱える市街地拡散等の都市形成上の課
題に対応するため、コンパクトなまちづくりや拠点
機能の強化、地域の魅力向上を図る。

都市マスタープランに掲げる「都市づくりの戦略方針」に基
づき、土地利用制度の検討やエリアプランの策定を行うとと
もに、適正な土地利用の誘導を図り、用途地域の指定等の
都市計画決定を行う。

地方債

その他

一般財源

事業費

0千円
計
画
額

0千円

1,815千円

600千円

600千円

6,805千円

0千円

0千円

0千円

6,805千円

4,600千円 0千円

0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円

①期間内計画額（R4-7） 6,700千円 ②期間外計画額（R8-） 0千円  ①＋②総計画額

0千円

1,815千円

0千円

0千円

6,700千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

0千円 1,100千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

都市マスタープランの方針に基づき、都
市計画道路木崎新所線の見直しや亀山
PAスマートIC周辺地区の用途地域指定
に関する都市計画決定を行った。
また、関地区及び井田川地区のエリアプ
ランの検討に向けた地域との協議や土地
利用制度について庁内検討を行った。

都市マスタープランの方針に基づき、
関ヶ丘団地の用途地域指定に関する都
市計画決定を行った。
また、エリアプラン策定を進めるため、関
地区(関宿周辺)において地域住民と意
見交換を行った。
亀山中央(亀山駅周辺)については新庁
舎の整備位置を反映したものとするため
令和６年度に策定するものとした。

都市マスタープランの方針に基づき、み
ずきが丘・アイリス町の用途地域指定に
関する手続きを行った。
また、エリアプラン策定を進めるため、関
地区（関宿周辺）において地域住民と意
見交換を行ったが、合意形成を図るには
至らなかった。
亀山中央（亀山駅周辺）については、新
庁舎の位置が未決定であることから、担
当部署と情報共有を図った。

事業計画

○エリアプラン検討（井田川・関）
○土地利用制度の調査・検討
○都市計画決定（用途地域等）

〇エリアプラン策定（亀山中央）
○土地利用制度の策定

○都市計画決定（用途地域等）

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円

0千円

4,600千円 0千円 1,500千円 5,900千円

0千円 1,100千円

1,500千円 5,900千円

3

3



（令和6年度予算額の内訳）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 B

継続（現状維持）

B

継続（現状維持）

C

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

地域住民
土地開発事業者

本市が抱える市街地拡散等の都市形成上の課題に
対応するため、コンパクトなまちづくりや拠点機能の強
化、地域の魅力向上を図る。

事業の目的

エリアプラン策定数 成果

計画値

実績値

説明等

エリアプラン検討のための住民組織の数

居住誘導区域の３地区にて策定
0

検討組織の設置数

指標名

計画

区分単位

3

令和4年度種別

活動

令和5年度 令和6年度

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

完了 目的の達成又は周期の到達等により事業を完了する。
【
履
歴

】

⑤
成
果

（
Ｃ

）

判定

C
あまり成果を得られなかった

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

みずきが丘・アイリス町の用途地域指定に関する手続きを進めることにより、ゆとり
ある住環境の保全・維持につなげることができた。また、拠点性の再生に向けた取
組であるJR亀山駅、井田川駅、関駅周辺の３地区におけるエリアプランの策定及
び土地利用制度の検討は、現都市マスタープランに位置付けた重要施策であるこ
とから、令和7年度からの次期都市マスタープラン策定を進める過程で取組の評
価・検証を行い、施策継続の是非や再検討を行う。

④
指
標

（
Ｃ

）

建設部　都市整備課　都市計画ＧＬ　加藤  洋輔

建設部　都市整備課長　橋本　了

完了

計画値

組織

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

4,500千円

1,400千円

0千円

令和7年度

2

実績値 2

1

0

4

4



5



6



7



8



令和6年度　主要事業評価シート

　　　

Ｒ 年度 ～ Ｒ 年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円 0千円

0千円 0千円

2,200千円 2,000千円 2,200千円

1,760千円 0千円

2,200千円

4,200千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

1,760千円 0千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

景観重点地区の指定に向け、景観形成
基準の検討を進めるとともに、西町、万
町、西丸町において地域懇談会を開催
し、地域の意見聴取を行ったが、重点地
区指定に向けた方向性の合意に至らな
かった。

亀山市景観計画改定に向け改定案の作
成を行った。
また、景観重点地区の指定を進めるた
め、景観形成基準等についてのアンケー
ト調査、地域懇談会を実施したが、重点
地区指定に向けた地元合意に至らな
かった。そのため、地元合意形成を効果
的に進めるため、景観形成基準案適合イ
ラストの作成を行った。

景観重点地区の指定に向け、地域住民
に対する地域懇談会、アンケート調査の
実施など機運の醸成を図ったが、地元合
意に至らなかった。このことから、景観重
点地区の指定及び景観計画の改定につ
いては一旦見送ることとなったが、伝統的
な建造物の保全を図るため、今後の景
観形成の方針について整理を行うことが
できた。

事業計画

〇重点地区指定検討 〇景観計画改定

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

0千円

0千円

0千円

0千円

0千円 0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円 0千円

①期間内計画額（R4-7） 4,200千円 ②期間外計画額（R8-） 0千円  ①＋②総計画額

0千円 0千円

0千円
計
画
額

0千円

0千円

2,000千円

2,000千円

0千円

0千円

0千円

0千円

0千円

2,200千円 2,000千円

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 景観法、景観計画、歴史的風致維持向上計画4

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

本市の特色となる歴史的資産であるまちなみ景
観や周囲を囲む自然景観等を次世代へと継承
し、その歴史的資産、自然景観と調和する景観づ
くりを進め、景観形成による地域の魅力向上を図
る。

景観計画に基づく景観重点地区の指定の追加、景観形成基準の
検討を行い、景観計画を改定する。

地方債

その他

一般財源

事業費

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

建設部
04：都市計画費

01：都市計画総務費

事業名 評価分類

款

項

目

A2(繰越)

都市整備課
都市計画Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）①
基
本
事
項

施
策
体
系

22006

5

地域住民及び事業者

景観づくり推進事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

01：魅力的な都市空間の形成

03：安らぎのある都市の形成

-

01:快適さを支える生活基盤の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

都市マスタープランの基本理念である「都市の価
値と魅力（都市力）の向上」を図るため、市の特色
を活かした景観づくりを推進し、次世代への継承
する良好な景観と、新たに創造する景観により市
の魅力を向上していく必要がある。

直営

08：土木費

一部委託 全部委託

9

9



（令和6年度予算額の内訳）

2,200千円

0千円

0千円

令和7年度

実績値

1

0

建設部　都市整備課　都市計画ＧＬ　加藤  洋輔

建設部　都市整備課長　橋本　了

完了

計画値

計画

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

⑤
成
果

（
Ｃ

）

判定

B
まずまず成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

景観重点地区への指定に向けて十分な意見の一致を見ることは出来なかった
が、地域懇談会やアンケート調査を通した市民との対話により、市民意見を十分に
汲み取った上で、方向性を決定することができた。

④
指
標

（
Ｃ

）

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

完了 目的の達成又は周期の到達等により事業を完了する。
【
履
歴

】

区分単位 令和4年度種別

成果

令和5年度 令和6年度

計画値

実績値

説明等

現行の景観計画を見直し、景観計画の改定を行う景観計画の改定

指標名

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

地域住民及び事業者 本市の特色となる歴史的資産であるまちなみ景観や
周囲を囲む自然景観等を次世代へと継承し、その歴
史的資産、自然景観と調和する景観づくりを進め、景
観形成による地域の魅力向上を図る。

事業の目的

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 B

継続（現状維持）

B

継続（現状維持）

B

10

10



11



12



13



14



15



7

92

7

92

93

92

94

50 50 50 50

10 10

95

5 4 7

93

47 4155

16

16



17



18



19



20



21



21

1 0 1

20

1 1

20

20

20

20

20

22

22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



2

20

256

8

)

4 8

278284

20

54

54



55



56



57



58



59



60



61

61



62



令和6年度　主要事業評価シート

　　　

Ｒ 年度 ～ Ｒ 年度

①
基
本
事
項

施
策
体
系

22032

6

市民、事業者

総合環境センター最終処分場保管固化飛灰搬出処理事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

08：脱炭素社会の実現に向けた取り組みの推進と循環型社会の構築

04：廃棄物処理施設の適正管理

03：「しなやか田園都市」プロジェクト

01:快適さを支える生活基盤の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

災害時は災害廃棄物が大量に発生し、この処理
に伴い大量に溶融飛灰が発生することが予測さ
れる。災害廃棄物を迅速かつ円滑に処理し早期
復旧・復興するためには、溶融飛灰を仮保管する
総合環境センター最終処分場の残余容量を確保
する必要がある。

直営

04：衛生費

一部委託 全部委託

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

産業環境部
02：清掃費

02：塵芥処理費

事業名 評価分類

款

項

目

A2

環境課
廃棄物対策Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律4

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

総合環境センター最終処分場保管の固化飛灰を
搬出し、残余容量を確保することで、災害廃棄物
処理に伴い大量に発生することが予測される溶
融飛灰の仮保管場所を平時から確保する。

総合環境センター最終処分場保管の固化飛灰を搬出し、民間廃
棄物処理施設において埋立処理を行う。

地方債

その他

一般財源

事業費

0千円
計
画
額

0千円

12,399千円

12,800千円

12,800千円

12,800千円

0千円

0千円

0千円

12,800千円

12,800千円 12,800千円

0千円 0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円 0千円

①期間内計画額（R4-7） 25,600千円 ②期間外計画額（R8-） 0千円  ①＋②総計画額

0千円

12,399千円

0千円

0千円

0千円 0千円

25,600千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

10,131千円 0千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

総合環境センター最終処分場に保管し
ている固化飛灰を搬出し処理した。

○固化飛灰搬出、処理量：２０９．７トン
○残余容量：８３３㎥（２００㎥の増）

総合環境センター最終処分場に保管し
ている固化飛灰を搬出し処理した。

○固化飛灰搬出、処理量：１８３．８トン
○残余容量：１，００８㎥（１７５㎥の増）

令和5年度末時点での残余容量が、
1,008㎥となり、約1.3年分の保管量を確
保できた。事業受託者は、被災後1ヶ月
程度で事業を再開する計画である。さら
に、全量再資源化ではなく緊急時の対応
として埋立処理できる業者を調査した結
果、受入可能な業者が見つかったことか
ら当面の間事業を休止する。

事業計画

○固化飛灰搬出
○固化飛灰処理

○固化飛灰搬出
○固化飛灰処理

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円 0千円

0千円 0千円

12,800千円 12,800千円 0千円

10,131千円 0千円

0千円

63

63



（令和6年度予算額の内訳）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 A

継続（現状維持）

A

継続（現状維持）

A

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

市民、事業者 総合環境センター最終処分場保管の固化飛灰を搬
出し、残余容量を確保することで、災害廃棄物処理に
伴い大量に発生することが予測される溶融飛灰の仮
保管場所を平時から確保する。

事業の目的

固化飛灰処理率 成果

計画値

実績値

説明等

累積処理量/全体計画処理量（400㎥/2年）
20 38

固化飛灰処理量

指標名

％

区分単位

50 100

令和4年度種別

活動

令和5年度 令和6年度

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

完了 目的の達成又は周期の到達等により事業を完了する。
【
履
歴

】

⑤
成
果

（
Ｃ

)

判定

A
十分な成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

事業を精査し、令和5年度末時点で残余容量が、1,008㎥となり、約1.3年分の保
管量を確保できた。事業受託者は、被災後1ヶ月程度で事業を再開する計画であ
る。さらに、全量再資源化ではなく緊急時の対応として埋立処理できる業者を調査
した結果、受入可能な業者が見つかった。以上の成果を踏まえ、災害廃棄物処
理に伴う溶融飛灰の仮保管に必要な残余容量を充分に確保できたことから当面
の間事業を休止することとした。

④
指
標

（
Ｃ

）

産業環境部環境課廃棄物対策Ｇ　副参事兼ＧＬ　小坂博文

産業環境部環境課　参事（兼）環境課長　村田博

完了

計画値

㎥

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

0千円

0千円

0千円

令和7年度

200

実績値 200

200

175

64

64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83

83



84



令和6年度　主要事業評価シート

　　　

Ｒ 年度 ～ Ｒ 年度

①
基
本
事
項

施
策
体
系

22042

6

市民、市の移り変わりに関心ある方々

まちの記録編さん事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

10：歴史文化を生かしたまちづくりの推進

04：歴史資料の公開・活用による地域や学校との連携

02：「まち紡ぎ」プロジェクト

01:快適さを支える生活基盤の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

平成から令和において目まぐるしく変化する亀山
市の移り変わりの記録を編さんし刊行することは、
今に暮らす市民や次世代の市民への継承に必要
である。

直営

10：教育費

一部委託 全部委託

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

市民文化部
05：社会教育費

06：博物館費

事業名 評価分類

款

項

目

B2

歴史博物館

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 -4

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

まちの記録を編さんし、市の移り変わりを次世代
へ継承する手がかりとしての刊行物を作成する。
また編さんで収集した資料も編さん終了後に、市
広報や博物館、図書館の活動などを通じ学校や
地域で活用できるようにし、更に地元を知る機会
を作る。

図書館や関係部署との横断的な編さん体制の下、編さん方針を
決定するとともに、地域資料・写真・新聞スクラップなどの抽出・収
集や原稿執筆を行い、平成元年から令和までの市の移り変わりを
記録した冊子として刊行する。なお、この刊行物は節目となる市制
施行20周年の年となる令和6年度3月に刊行する。

地方債

その他

一般財源

事業費

計
画
額

0千円

0千円

0千円

0千円

0千円

0千円

0千円

6,400千円 5,139千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円 0千円

①期間内計画額（R4-7） 12,500千円 ②期間外計画額（R8-） 0千円  ①＋②総計画額

0千円

0千円

0千円

0千円 0千円

12,500千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

5,138千円 132千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

作業部会において、刊行物による「まちの
記録」として扱う時期を、平成元年から令
和の現在までとして、文章による亀山市
の行政等の歩み、写真による現在の風
景、年表、索引の基本構成を固め、文章
の目次構成原案を作成し、執筆準備を
行った。また、写真に残したい今の風景
をどのように募集するかを検討し次年度
への課題とした。

平成元年度から令和５年度までの広報
記事の抽出し、執筆原稿に合わせて広
報Gより提供を受けた画像から掲載するも
のの抽出作業等行った。
関係課のチェックや情報提供を得て第7
章の執筆終了後入稿し、委託で組んだ
デザイン、レイアウトの基本形を作った。
引き続き他の章についても執筆している。
委託撮影は空中撮影が6分の1、地上撮
影は5分の1が終了した。

まちの記録編さんの素材となる写真の撮
影を空中撮影・地上撮影とも完了した。
より良いものとするために構成を見直すと
ともに、データでの活用を検討する中で内
容も再度精査することとした。

事業計画

〇編さん方針の決定 ○地域資料や写真等の抽出・収集
○原稿執筆、デザイン・レイアウト検討
○カメラマンによる空中写真や風景写真
の撮影

○地域資料や写真等の抽出・収集
○原稿執筆、デザイン・レイアウト編集
○記録書の刊行
○発送

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円 0千円

6,400千円 5,139千円 6,100千円 4,828千円

5,138千円 132千円

6,100千円 4,828千円

85

85



（令和6年度予算額の内訳）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定

継続（現状維持）

C

継続（現状維持）

C

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

市民、市の移り変わりに関心ある
方々

まちの記録を編さんし、市の移り変わりを次世代へ継
承する手がかりとしての刊行物を作成する。また編さ
んで収集した資料も編さん終了後に、市広報や博物
館、図書館の活動などを通じ学校や地域で活用でき
るようにし、更に地元を知る機会を作る。

事業の目的

計画値

実績値

説明等

60
編さん作業の進捗率

指標名 区分単位 令和4年度種別

活動

令和5年度 令和6年度

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

完了 目的の達成又は周期の到達等により事業を完了する。
【
履
歴

】

⑤
成
果

（
Ｃ

）

判定

C
あまり成果を得られなかった

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

地域や学校等との連携事業や様々な歴史や文化を学ぶ機会の提供の場におい
て、まちの記録編さん事業で収集した未来に伝えたい亀山市の風景などのデジタ
ル写真を活用することができる。

④
指
標

（
Ｃ

）

市民文化部　歴史博物館　館長　米津　ひろみ

市民文化部　歴史博物館　館長　米津　ひろみ

完了

計画値

％

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

0千円

4,828千円

0千円

令和7年度

実績値

70

40

100

86

86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



98



99



100



101



102



103



104



105

105



106



107



108



109



110



111



112



113

113



1,000

4

1,000

4

5

4

5

)

300 600

5

364 2,149 3,228

3

114

114



115



116



117



40

52 51 54

10

50 50

C

)

50

35

50

33

40

27

40

118

118



119



120



121



122



123



124



125



126



127



128



129



130



131



132



133

133



134



135



136



137



138



139



140



141



142



143



144



145



146



147



148



149



150



151



152



153



154



155



156



157



158



159



160



161



11

14

10

14

14

14

14

)

8 9

14

8 8 8

14

162

162



163



164



165



166



167



168



169



170



171



172



173



174



175



176



177



178



令和6年度　主要事業評価シート

　　　

Ｒ 年度 ～ Ｒ 年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

295,374千円

40,000千円 40,000千円

78,800千円 22,404千円

357,778千円

356,400千円 357,778千円

356,400千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

11,404千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

国の就学前教育・保育施設整備交付金
を活用し、認定こども園を整備する社会
福祉法人等へ財政支援を行った。

事業計画

〇認定こども園整備費補助金の交付

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

51,000千円

①期間内計画額（R4-7） 356,400千円 ②期間外計画額（R8-） 0千円  ①＋②総計画額

237,600千円 295,374千円計
画
額

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 -6

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

認定こども園を整備する社会福祉法人等へ財政
支援を行い、恒常的に発生している低年齢児の
待機児童の解消と、就学前教育・保育機能の充
足を図る。

国の就学前教育・保育施設整備交付金を活用し、認定こども園を
整備する社会福祉法人等に対して補助金を交付する。

地方債

その他

一般財源

事業費

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

子ども未来部
02：児童福祉費

03：保育所費

事業名 評価分類

款

項

目

B2

子ども政策課
子ども総務Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）①
基
本
事
項

施
策
体
系

23015

6

認定こども園を整備する社会福祉法人
等

民間保育所等整備事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

02：安心して子どもを産み育てられる環境づくりの推進

01：就学前教育・保育施設の受入機能の強化

04：「未来へのトビラ」プロジェクト

04:子育てと子どもの成長を支える環境の充実

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

令和元年度にスタートした幼児教育・保育の無償
化に伴う子育て世帯の就労状況の変化により、多
様化する保護者ニーズに対応するため、認定こど
も園化を基本とする総合計画等に基づく施設整
備に対して、財政支援を行う。

直営

03：民生費

一部委託 全部委託

179

179



（令和6年度予算額の内訳）

0千円

357,778千円

0千円

令和7年度

－

実績値

－ －

子ども未来部　子ども政策課　子ども総務ＧＬ　早川　美紀

子ども未来部　子ども政策課長　草川　温子

完了

計画値

人

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

⑤
成
果

（
Ｃ

)

判定

A
十分な成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

子どもの出生数は減少傾向にある一方で、共働き世帯の増加により、子育て世帯
の就学前教育・保育のニーズが高まっている。その中で、社会福祉法人等への財
政支援を通じて、低年齢児の受け入れ規模の拡大を図ることにより、待機児童の
減少に向けた就学前教育・保育機能の充実につなげることができた。

④
指
標

（
Ｃ

）

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

方向性

改善・見直し内容

令和8年度以降で対応するもの令和7年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

完了 目的の達成又は周期の到達等により事業を完了する。
【
履
歴

】

区分単位 令和4年度種別

成果

令和5年度 令和6年度

56計画値

実績値

説明等

０～２歳児の受入れ可能人数の増加数
43

低年齢児の受入れ規模の拡大数

指標名

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

認定こども園を整備する社会福祉法
人等

認定こども園を整備する社会福祉法人等へ財政支援
を行い、恒常的に発生している低年齢児の待機児童
の解消と、就学前教育・保育機能の充足を図る。

事業の目的

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 A
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180



181



182



183



184



185



186



187

187



188



189



190



191



192



193



194



195



196



197



198



199



200



201



202



203



204



205



0 0 0

0 0

)

00

206

206



207



208



209



210



211



212


